様式第２号
（用紙Ａ４）
 eq \o\ad(同種同程度の工事の施工実績,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　　　　　企業名　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　
	             番号
 項目
	例
	
	

	工
事
名
称
等
	 eq \o\ad(工事名,　　　　　)
	〇〇〇〇工事
	
	

	
	 eq \o\ad(発注機関名,　　　　　)
	（〇〇県○○事務所等）
	
	

	
	 eq \o\ad(施工場所,　　　　　)
	(都道府県名・市町村名) 
	
	

	
	 eq \o\ad(契約金額,　　　　　)
	（最終契約金額）
	
	

	
	工　期
	  年  月 ～     年  月
	
	

	
	 eq \o\ad(受注形態,　　　　　)等
	単体／共同企業体 (出資比率) 
	
	

	工
事
概
要
等

	構造・階数
	
	
	

	
	延　面　積
	
	
	

	
	ス　パ　ン
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注１　公告の３の条件を確認できる施工実績について記入すること。
注２　コリンズの登録内容確認書または契約書の写し・図面等、工事の施工実績が確認できる資料を添付すること。

様式第３号
（用紙Ａ４）
配置予定の現場代理人および監理技術者等の資格、経歴、経験等
　　工事名　令和８年度 湛水防除事業（小規模）片上第１地区　第１号工事（翌債） 福井県 鯖江市　吉谷町 地係　　企業名　　　　　　　　　　　　　　　
	項目
	監　理　技　術　者　等

（主任技術者・監理技術者）
	監　理　技　術　者　等

（主任技術者・監理技術者）
	現　場　代　理　人
	監理技術者補佐

	氏名・会社名
	○○
	
	△△
	△△

	 eq \o\ad(最終学歴,　　　　　　　)
	〇〇大学○○学部〇〇学科
〇〇年卒業
	
	
	

	 eq \o\ad(法令による免許,　　　　　　　)
	一級○○施工管理技士
（取得年および登録番号）
監理技術者資格
（取得年および登録番号）
	
	
	

	工
事
名　称　等
	 eq \o\ad(工事名,　　　　　)
	〇〇〇〇工事
	
	
	

	
	 eq \o\ad(発注機関名,　　　　　)
	（〇〇県○○事務所等）
	
	
	

	
	 eq \o\ad(施工場所,　　　　　)
	（都道府県名・市町村名）
	
	
	

	
	 eq \o\ad(契約金額,　　　　　)
	　（最終契約金額）
	
	
	

	
	 eq \o\ad(工期,　　　　　)
	  年  月 ～ 　　  年  月
	
	
	

	
	 eq \o\ad(従事役職,　　　　　)
	現場代理人・監理（主任）技術者
	
	
	

	工
事
概
要
等
	構造・階数
	
	
	
	

	
	延面積
	
	
	
	

	
	スパン
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　


注１　・現場代理人および入札公告の３の条件を確認できる監理技術者等について記入すること。建設業法第２６条第３項第２号に規定する監理技術者を配置する場合は監理技術者補佐について記入し、建設業法第２６条第３項第２号に規定する監理技術者の配置に関する届出書（添付資料を含む。）、チェックリストを併せて提出すること。
注２　・コリンズの登録内容確認書、合格証明書等、監理技術者等の資格および施工経験が確認できる資料、自社と雇用関係（監理技術者等の場合は３ヶ月以上）が確認できる資料を添付すること。

　　　・経営業務管理責任者、営業所技術者等および建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧を添付すること。（別紙様式１）
注３　・当工事における現場代理人および監理技術者等（建設業法第２６条第３項第２号に規定する監理技術者を除く。）は、同一人が兼ねることができる。
　注４　・審査基準日において他の工事の現場代理人や監理技術者等または監理技術者補佐と重複しているなど、審査基準日においては当工事と兼務不可能な者をもって申請する場合には、別紙「誓約書」、ならびに当工事の契約工期の開始日までに重複関係が解消できることを証明する書類を提出すること。（当工事の契約工期の開始日までに、重複する工事が確実に完成することが確認できる書類等）　　　　監理技術者等、監理技術者補佐については、一般競争入札共通事項の用語解説を参照のこと
　　

別紙
　　年　　月　　日
入札執行者　様
所　　在　　地　　　　　　　　　　　

商号または名称　　　　　　　　　　　

代表者氏名    　 　　　　　　　　　㊞

誓　約　書
　　　（工事名、工事場所を記入）　　　　の入札参加資格確認申請において、様式第３号により申請した　　　（申請している役職名（現場代理人、監理技術者等、監理技術者補佐など）を記入）　　　については、審査基準日において　　　（他の工事の監理技術者等、兼任できないものを記入）　　になっておりますが、当工事の契約工期の開始日にはその任を離れ　　（申請している役職名（現場代理人、監理技術者等、監理技術者補佐など）を記入）　　　としての職務に支障がないことを申し上げます。
　なお、当工事の契約工期の開始日において適切に配置できない場合は、当工事の契約の締結を辞退するとともに、そのことを理由とする指名停止等の措置を受けても異議はございません。


別紙様式１
（用紙Ａ４）
建設業許可・届出内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
所　在　地
商号・名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　審査基準日において、建設業の許可に係る経営業務の管理責任者等については、下記のとおり事実と相違ありません。
	建設業許可番号
	国土交通大臣・（　　　　）知事　許可　（般・特－　　）　第　　　　　　　　号


	
	氏　　名
	生年月日
	所属営業所
	備　　　考

	経営業務の管理責任者
	
	
	
	

	令第３条に規定する使用人
	
	
	
	

	
	
	
	
	


	
	氏　　名
	生年月日
	所属営業所
	担当業種
	備　　考

	営業所技術者
特定営業所技術者
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注１　審査基準日における建設業許可に係る内容（建設業許可を受けている全ての業種および営業所）について記載してください。

様式第３号の３
誓　　約　　書

令和　　年　　月　　日
入札執行者　様

所　　在　　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号または名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　

    代表者氏名    　 　　　　　　　　　　　　　㊞　　　

　　　　（工事名を入力）　　　　の入札参加資格確認を受けるに当たって、下記の事項に相違ないことを誓約します。

１　この工事に係る入札に、制限付き一般競争入札実施要領（以下「要領」という。）第５条第１号クに掲げる資本的関係または人的関係（別紙参照）のある者が参加していないこと。
２　この工事に係る入札の入札参加資格確認の審査基準日※において、健康保険、厚生年金保険および雇用保険に加入し、かつ、それら全てについて保険料に未納がない（法令の規定により、加入について適用を除外されている場合を含む。）こと。
※　入札参加資格確認の審査基準日は、事前審査型の場合は入札参加資格確認申請書の提出時点、事後審査型の場合は入札書の提出時点とする。
３　この工事を施工するに当たって、福井県建設工事元請下請関係適正化指導要綱の規定を遵守すること。
※　上記事項に該当しないことが明らかになった場合には、福井県工事等契約に係る指名停止等の措置要領の規定に基づく指名停止等の措置を行うことがあります。
（別紙）　　　　　　　　　　資本的関係または人的関係について

資本的関係または人的関係がある場合とは以下の（１）から（４）のとおりです。

（１）　一方の会社Ａ※１、※２が他方の会社Ｂの議決権総数の過半数を所有している関係

（Ａ社とＢ社は、同一の入札に参加できません。）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ社は、Ａ社の子会社の関係（資本的関係）にある者に該当します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　 


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ社は、Ｂ社の親会社の関係（資本的関係）にある者に該当します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　※１　Ａが個人事業者である場合は、その個人事業主を含みます。

　　※２　Ａ社の役員がＢ社の議決権総数の過半数（複数の役員で所有している場合には、その合計が過半数となるときを含みます。）を所有している場合を含みます。
（２）　一方の会社Ａが、子会社の関係にあるＢ社が所有する議決権の総数と合わせて、他方の会社Ｃの議決権の総数の過半数を所有している関係（Ａ社、Ｂ社およびＣ社は、同一の入札に参加できません。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ社およびＣ社は、Ａ社の子会社の関係（資本的関係）にある者に該当します。

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ社は、Ｂ社の親会社の関係（資本的関係）にある者に該当します。

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ社は、Ｃ社の親会社の関係（資本的関係）にある者に該当します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　

（３）　Ｂ社の議決権総数の過半数を所有している会社とＣ社の議決権総数の過半数を所有している会社がいずれもＡ社※３である場合におけるＢ社とＣ社の関係（Ｂ社およびＣ社は、同一の入札に参加できません。）

　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ社とＣ社は、親会社を同じくする子会社同士の関係（資本的関係）にある者に該当します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※３　県の競争入札参加資格の有無、建設業許可の有無および法人格の有無を問いません。

（４）　一方の会社Ａと他方の会社Ｂの役員等を兼任している場合

　　　　　　　　　　　　　　　役員等※４兼任　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ社とＢ社は、人的関係にある者に該当します。

　　※４　「役員等」とは、次に掲げる者をいいます。

ア　会社の代表権を有する取締役（代表取締役）
イ　取締役（社外取締役を含み、委員会設置会社の取締役を除く。常勤または非常勤を問わない。）
ウ　会社更生法第６７条第１項または民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人
エ　委員会設置会社における執行役または代表執行役

オ　一方が個人事業者である場合は、その個人事業主

（監査役、会計参与および執行役員は、役員等に該当しません。）

（補足）　入札参加者が共同企業体である場合の適用について　

⑴　矢印で結ばれた２社の間に、資本的関係または人的関係がある場合には、同一の入札への参加が認められません。

　　①特定建設工事共同企業体の場合

	Ａ特定建設共同企業体

	代表者：ａ社

	構成員：ｂ社


	Ｂ特定建設共同企業体

	代表者：ｃ社

	構成員：ｄ社




　　②経常建設工事共同企業体の場合

	Ｃ経常建設共同企業体

	代表者：e社

	構成員：f社


	Ｄ経常建設共同企業体

	代表者：g社

	構成員：h社


	Ｉ社（単体）





　⑵　矢印で結ばれた２社の間に資本的関係または人的関係があっても、同一の入札への参加は制限されません。
	Ｊ共同企業体

	代表者：k社

	構成員：l社




（様式第９号）（機械器具設置工事用）（営繕系を除く）　（用紙Ａ４）

企業の技術力および地域性・社会性
	施工実績を評価する基準
	過去２０年間に、元請けとして完成・引渡しが完了した、河川、下水道、または農業農村整備の揚排水機場における出力１３６ｋＷ以上の主ポンプ用原動機の製作および据付（＊１）を含む工事の施工実績を有すること。（評価対象の同種工事を１件のみ記入）

	同種工事の名称等
	工事名称
	○○○○○工事　　（ＣＯＲＩＮＳ登録番号（登録がある場合））

	
	発注機関名
	○○○○○○

	
	工事場所
	○○県○○市○○町○○　　

	
	契約金額
	（最終の請負金額（税込）を記入する。）

	
	工期
	令和○年○月○日　～　令和○年○月○日

	
	工事概要
	○○

	工事成績評定
	件数
	　　　　　件
	平均点（小数点第２位切捨て）
	　　　　　点

	優良工事表彰受賞

による加点申請（＊）

	□加点申請する　・　□加点申請しない

表彰年度（　　　　　　　　）
表彰名（　　　　　　　　）

工事名称（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	ISO9001認証取得（＊）
	□有　　　・　　□無　

	企業の
地域性・社会性
	主たる営業所の
所在地
	主たる営業所の所在地（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	福井県との災害協定の締結（＊）
	□有　　　・　　□無

	
	消雪設備点検契約の有無（＊）
	（管工事または機械器具設置工事の場合に記入）
□有　　　・　　□無　　　　　　　　

	
	指定工種を除く工種における県内企業の活用（＊）
	□次の①～③のいずれかを満たす

①元請企業が「発注者が指定する工種」の全てについて県内に主たる営業所を有する企業を下請企業として活用する

②「発注者が指定する工種」の全てについて、県内に主たる営業所を有する元請企業が、その一部を県内に主たる営業所を有する企業を下請企業として活用し、残りを自ら施工する

③県内に主たる営業所を有する元請企業が「発注者が指定する工種」の全てを自ら施工する

□上記以外　　

	
	指定資材における
県産品の活用（＊）
	□全てを活用する　 ・　□左記以外　


注意　上記記載の内容が確認できる資料（ＣＯＲＩＮＳ工事カルテ、契約書、施工図面、設計書、ISO9001の認証等の写し、災害協定の証明書写し、消雪設備点検契約書（管工事または機械器具設置工事のみ）の写し）を添付資料として提出すること。（当該発注事務所管内の「災害時等における応急対策業務に関する細目協定」を締結している場合は、災害協定の証明書写しの提出は不要）
・記載内容が的確に判断できる必要最低限の資料を添付資料として提出すること。
（ＣＯＲＩＮＳ登録のある場合でも、設計図書・契約書の写し等を提出すること。）

・福井県の工事成績評定を有しない場合で国の成績を有する場合は、国の成績の件数および平均点を記入した上で、様式第10号を併せて提出すること。
・（＊）は該当する箇所に■とマークすること。マークのない場合は評価しない。

・記載に誤りがある場合は原則評価しないため、「福井県建設工事総合評価落札方式実施要領」および「公共工事における総合評価落札方式の手引き」等を熟読の上、作成すること。
※1　分解整備を含む
（様式第１０号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
企業の工事成績算出対象工事
	完成
年度
	工事名
	発注機関

	施工地係

	工期
R○年○月○日～
R○年○月○日
	契約金額
（最終契約額）
	工事
成績


	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


注意：福井県（道路公社を除く。）の工事成績評定を有しない場合にのみ提出すること。
・次表により国の発注工事で、入札公告（評価基準表）に示す期間内に工事完成検査を受けたもののうち、当該発注工種の工事成績評定を対象とする。
	
	近畿
地方整備局
（港湾空港関係を除く）
	北陸
地方整備局
（港湾空港関係のみ）
	近畿中国
森林管理局
	北陸
農政局

	港湾・漁港
	
	○
	
	

	農村整備
	○
	
	
	○

	治山・林道
	○
	
	○
	

	上記以外
	○
	
	
	


・工事成績評定の写し（発注年度、工事成績評定点と請負者名、工事名が判明するもの）を全て添付すること。
・工事成績等に記入漏れや誤りがあった場合は、当該評価項目について加点されない場合があるので注意すること。

［P ○／○］
（様式第１１号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
主任（監理）技術者の資格・工事経験（単体用）
	配置予定技術者の従事役職・氏名・生年月日・年齢
	○○技術者　　○○　○○　　○○○○年　○月　○日生　（○○歳）

	最終学歴
	○○大学　○○工学科　○○年卒業

	法令による資格・免許等
	１級土木施工管理技士　（取得年および登録番号）
１級建築士　（取得年および登録番号）
１級建築施工管理技士　（取得年および登録番号）
監理技術者資格（取得年、有効期限、登録番号および登録会社）
監理技術者講習（取得年、修了証番号）
○○○○○（取得年および登録番号等）

	優良工事表彰受賞

による加点申請（＊）

	□加点申請する　・　□加点申請しない

表彰年度（　　　　　　　　）
表彰名（　　　　　　　　）

工事名称（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

受賞工事における従事役職（　　　　　　　　　　　　）

	施工経験を評価する
基準
	過去２０年間に、元請企業の主任（監理）技術者、元請企業の現場代理人または監理技術者補佐（過去の同種工事に携わった段階で一級国家資格等を保有していた場合に限る）、または元請け企業の若手担当技術者（福井県が発行した若手担当技術者従事経験証明書がある者に限る）として完成・引渡しが完了した、河川、下水道、または農業農村整備の揚排水機場における出力１３６ｋＷ以上の主ポンプ用原動機の据付（＊１）を含む工事に従事した経験を有すること。（評価対象の同種工事を１件のみ記入）　

	（１件のみ）

同種工事の名称等
	工事名称
	○○○○○工事　　　　　（ＣＯＲＩＮＳ登録番号）

	
	発注機関名
	○○○○○○

	
	工事場所
	○○県○○市○○町○○

	
	契約金額
	○○○，○○○，○○○円　（最終の請負金額（税込）を記入する。）

	
	工　　期
	令和○年○月○日　～　令和○年○月○日

	
	従事役職
	○○技術者、現場代理人

	
	工事概要
	○○○○

	若手担当技術者

の常駐（＊）
	□専任の監理技術者等のもとで若手担当技術者を常駐する

　氏名・生年月日・年齢　　○○　○○　○○○○年○○月○○日生（○○歳）

　最終学歴　　　　　　　 ○○大学　○○工学科　○○年卒

　法令による資格・免許等　　1級○○○　　（取得年および登録番号等）

□専任の監理技術者等のもとで若手担当技術者を常駐する

　氏名・生年月日・年齢　　○○　○○　○○○○年○○月○○日生（○○歳）

　最終学歴　　　　　　　 ○○大学　○○工学科　○○年卒

　法令による資格・免許等　　1級○○○　　（取得年および登録番号等）

	継続学習への取組み状況
	団体名　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

証明期間　　　（　　年　月　日　）～（　　年　月　日　）
（　　　　　　　　）年間
取得単位数　　（　　　　　　　　）ユニットまたは単位


注意：上記記載の内容が確認できる資料（ＣＯＲＩＮＳ工事カルテ、施工図面、設計書、資格者証、 建設系CPD協議会加盟各団体（土木一式工事、鋼構造物工事、交通安全施設工事の場合）、または（社)日本建築士連合会・建築ＣＰＤ運営会議（建築一式工事の場合）の発行する学習履歴証明書等の写し）を添付すること。
　　　配置予定技術者の年齢は、当該工事の入札書提出日が属する年度の４月１日時点の年齢とする。
・記載内容が的確に判断できる必要最低限の資料を添付すること。
　（ＣＯＲＩＮＳ登録のある場合でも、設計図書・契約書の写し等を添付すること。）

・同種工事の名称等に、若手担当技術者として従事した工事経験を記入する場合は、福井県が発行した若手担当技術者従事経験証明書の写しを併せて提出すること。
・配置予定の技術者が特定できず、複数となる場合には、本様式の複数枚提出も可能とする。ただし、評価は、合計点の最低となる配置予定技術者とする。

・なお、配置予定技術者を特定できず、複数枚提出する場合で、若手担当技術者の常駐を申請する場合は、配置予定技術者毎に常駐申請をする可能性のある若手担当技術者すべてを記載すること。
・（＊）は該当する箇所に■とマークすること。マークのない場合は評価しない。

・記載に誤りがある場合は原則評価しないため、「福井県建設工事総合評価落札方式実施要領」および「公共工事における総合評価落札方式の手引き」等を熟読の上、作成すること。
※１　分解整備を含む
様式３号の４その１
電子契約同意書兼メールアドレス確認書
　
競争入札による落札候補者または随意契約の相手となった際には、福井県電子契約運用要綱による電子契約での契約締結に同意します。電子契約の締結に利用するメールアドレス等は、次のとおりとします。
案件名（業務名、工事名等）　　　　　　　　　　　　　　　
契約締結権限者
	法人名
（会社名/組織名）
	

	氏名

	（役職）　　　　　　　　（氏名）

	メールアドレス

	

	アクセスコード
	


　　　　※法人名等は電子契約の署名欄に表記されますので、正しく入力してください。
※アクセスコードは半角英数記号　６文字以内
確認者（任意）
	氏名

	（役職）　　　　　　　　（氏名）

	メールアドレス
	

	アクセスコード
	


　　福井県知事　様
　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（個人の場合は、氏名）
【留意事項】

　　※電子契約による契約は、紙の契約書による契約と契約条件・効力に相違はありません。
　　※日付は作成日を記載してください。
※メールアドレスは誤りの無いよう、十分ご確認ください。
※本書は押印不要です。電子入札システムにデータ添付のうえ提出してください。別事業での提出有無に関係なく、必ず契約ごとに提出してください。
（担当者）
	氏名
	電話番号
	メールアドレス

	
	
	



様式３号の４その２
電子契約同意書兼メールアドレス確認書
　
競争入札による落札候補者または随意契約の相手となった際には、福井県電子契約運用要綱による電子契約での契約締結に同意します。電子契約の締結に利用するメールアドレス等は、次のとおりとします。
案件名（工事名）　　　　　　　　　　　　　　　
代表構成員
契約締結権限者
	法人名
（会社名/組織名）
	

	氏名

	（役職）　　　　　　　　（氏名）

	メールアドレス

	

	アクセスコード
	


   　　※法人名等は電子契約の署名欄に表記されますので、正しく入力してください。
※アクセスコードは半角英数記号　６文字以内
構成員①
契約締結権限者
	法人名
（会社名/組織名）
	

	氏名

	（役職）　　　　　　　　（氏名）

	メールアドレス

	

	アクセスコード
	


構成員②
契約締結権限者
	法人名
（会社名/組織名）
	

	氏名

	（役職）　　　　　　　　（氏名）

	メールアドレス

	

	アクセスコード
	


確認者（任意）
	氏名

	（役職）　　　　　　　　（氏名）

	メールアドレス
	

	アクセスコード
	


　　福井県知事　様
　　　令和　　年　　月　　日
　共 同 企 業 体 名 称
　　　　　　　　　　　　<代表構成員>　 住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（個人の場合は、氏名）
<構成員①>　 住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（個人の場合は、氏名）
<構成員②>　 住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（個人の場合は、氏名）
【留意事項】

　　※電子契約による契約は、紙の契約書による契約と契約条件・効力に相違はありません。
　　※日付は作成日を記載してください。
※メールアドレスは誤りの無いよう、十分ご確認ください。
※本書は押印不要です。電子入札システムにデータ添付のうえ提出してください。別事業での提出有無に関係なく、必ず契約ごとに提出してください。
（担当者）
	氏名
	電話番号
	メールアドレス

	
	
	



審査基準日は、事前審査型の場合は入札参加資格確認申請書の提出時点、事後審査型の場合は入札書の提出時点とする。





現場代理人は、建設業法第２６条第３項第２号に規定する監理技術者、経営業務管理責任者、営業所技術者等および建設業法施行令第３条に規定する使用人 と兼務できないので注意すること。





（提出時には本コメント削除）





余裕期間制度（フレックス方式）を活用する工事であっても、審査基準日において他の工事で専任性のある監理技術者等に配置されている方を、本工事に配置する場合は、本誓約書を提出してください。





現場代理人は、建設業法第２６条第３項第２号に規定する監理技術者、経営業務管理責任者、営業所技術者等および建設業法施行令第３条に規定する使用人と兼務できないので注意すること。





審査基準日は、事前審査型の場合は入札参加資格確認申請書の提出時点、事後審査型の場合は入札書の提出時点とする。





Ａ社（親会社）





Ａ社がＢ社の議決権の過半数を所有





Ｂ社（子会社）





Ａ社（親会社）





Ａ社は、Ｂ社の議決権の過半数を所有





Ｂ社（子会社）





Ａ社は、Ｂ社と合わせてＣ社の議決権の過半数を所有





Ｃ社（子会社）





Ａ社は、Ｂ社の議決権総数の過半数を所有





Ａ社（親会社）





Ａ社は、Ｃ社の議決権総数の過半数を所有





Ｃ社（子会社）





Ｂ社（子会社）





Ａ社





Ｂ社





＜建設工事請負契約の場合＞


建設工事請負契約においては、次の条件に基づき、建設業法第１９条第１項及び第２項の規定による書面の交付に代えて電磁的措置を講ずる方法により実施することについて、相互に承諾するものとします。


電磁的措置の種類


コンピュータ・ネットワーク利用の措置


電磁的措置の内容、ファイルへの記録の方式


電子契約サービスを通じて、送信者がPDFファイル形式の書類をアップロードし、契約当事者が同意することにより、電子認証局サービスが提供する電子証明書を利用した電子署名を付加し、電子メール、サーバー上からダウンロード等により記録する方法等





＜建設工事請負契約の場合＞


建設工事請負契約においては、次の条件に基づき、建設業法第１９条第１項及び第２項の規定による書面の交付に代えて電磁的措置を講ずる方法により実施することについて、相互に承諾するものとします。


電磁的措置の種類


コンピュータ・ネットワーク利用の措置


電磁的措置の内容、ファイルへの記録の方式


電子契約サービスを通じて、送信者がPDFファイル形式の書類をアップロードし、契約当事者が同意することにより、電子認証局サービスが提供する電子証明書を利用した電子署名を付加し、電子メール、サーバー上からダウンロード等により記録する方法等








